様式７ 
令和４年度 保育所自主点検調書（管理運営）

※この調書は施設において該当する箇所を記入してください。

	法人名
	
	施設自主点検年月日
	令和　　年　　月　　日
	施設担当者名
	

	施設名
	
	県検査年月日
	令和　　年　　月　　日
	県 検査員名
	

	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	管理に関する規程


	１　管理に関する規程は整備されているか。

　・条例に規定する必要事項がすべて規定
２　管理に関する規程の変更を、あらかじめ県に届け出ている
　か

　　・ 市町村を経由して県に提出
	管理規程（園則）
届出書類

	いる・いない

いる・いない

	適 ・ 否

適 ・ 否

	県条例(児童)第18条
法施行規則第37条
県設置認可等要綱第5

	

	開所時間等

	１　適切な開所時間になっているか。

　・保育標準時間（開所時間）　１日11時間

・平日と土曜日の開所時間は同じになっているか。
２　適切な開所日になっているか。

・１年の開所日は、原則として日曜日と祝日を除いた日となっているか。

・年度末に行事等の施設の都合で、休所(園)としていないか。

・行事等による代休として休所(園)にしていないか。
	管理規程(園則)
管理規程(園則)

出勤簿、出席簿

	いる・いない
いる・いない

	適 ・ 否

適 ・ 否


	子ども子育て支援法
第20条、同法施行令第1条、同法施行規則第3条、第4条

児童福祉施設の設備
及び運営に関する基準
県条例（児童）第48条
県条例(児童)第48条

児発第298号局長通知

児童福祉法第39条

	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	児童の状況


	１　恒常的に認可定員を超えている場合、認可定員の見直しに取り組んでいるか。

※恒常的とは過去2年度間、かつ超過率120％以上

２　私的契約児を受け入れているか。

　※受け入れは認可定員に空きがあるときのみ。また保育単価相当額の徴収が必要。
	在籍児童名簿

在籍児童名簿


	いる・いない

いない・いる


	適 ・ 否

適 ・ 否


	児発第73号局長通知

児保第3号課長通知

児保第3号課長通知
	

	構造設備


	１　構造設備は基準を満たしているか。

・基準上必要な設備を設けているか。

・クラス毎に基準面積が確保されているか。

・保育に必要な用具を備えているか。

２　保育室等を２階以上に設けている場合、建物が基準の要件に該当しているか。

３　建物等に変更(増改築，保育室の配置換等)がある場合、あらかじめ届け出ているか。
	固定資産管理台帳、平面図

平面図

県への届出書


	いる・いない

いる・いない

いる・いない


	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否


	法第45条1項

県条例(児童)第45条

県条例(児童)第45条

法施行規則第37条


	

	設備等の衛生、管理
	１　設備等の衛生管理は適切に行われているか。

・井戸水(年1回以上)、貯水槽、浄化槽の定期的な検査


	清掃・消毒等点検簿、検査結果書


	いる・いない
	適 ・ 否
	県条例(児童)第6条5項､14条､保育指針第3章
	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	職員の配置


	１　職員は、配置基準を充足しているか。

（保育士、調理員）

・保育士配置基準

乳児　　　　 3人につき1人

１・２歳児　 6人につき1人

３歳児　　　20人につき1人

４歳以上児　30人につき1人

・調理員等　

２　常時複数の保育士を配置しているか。

・早朝、残留時、土曜日等に2人以上となっているか。

　

　

・開所時間中に、利用乳幼児のいない時間帯に保育士が配置されていない場合においては、市町村又は保護者から至急連絡を取る必要が生じた際、施設管理者に対し随時円滑に連絡を取れる体制が確保されているか。
３　短時間勤務（1日6時間未満又は月20日未満勤務）の保育士を配置する場合、配置条件を満たしているか。

４　嘱託医、嘱託歯科医を配置しているか。

５　施設長は運営管理業務に専念しているか。
	職員名簿、勤務割表

勤務割表

緊急連絡表

職員名簿、勤務割表

委嘱状等

出勤簿等
	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない
	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否


	県条例(児童)第47条

県条例（児童）施行規則第15条

子保発0214第1号課長通知

県条例(児童)第47条

県条例（児童）施行

規則第15条

児発第85号局長通知
児発第284号局長通知
社会福祉法第66条

雇児発0823第1号局
長等連名通知
	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	労務管理


	１　就業規則等を定め、労働基準監督署に届出ているか。

（就業規則、給与規程、育児介護休業規程　等）
・育児介護休業規程（規則）は、育児・介護休業法等の改正
（R3.1.1施行分・R4.4.1施行分・R4.10.1施行分）を反映しているか。

２　職員の採用にあたっては、採用辞令又は雇用契約書等により勤務条件（給与，勤務時間等）を明示しているか。
３　正規職員以外の職員の採用時又は契約更新時に、雇用通知（契約）書を交付し、勤務条件（雇用期間,賃金,勤務時間等）を明示しているか。

４　退職に際し、書面により退職届を徴しているか。

５　労働基準法に基づき、職員代表と締結が必要な協定を締結し、届出が必要なものは、労働基準監督署に届出ているか。

（36協定、24協定（賃金控除協定）、変形労働時間協定　等）

　・時間外勤務協定（36協定）は、毎年届出ているか。

６　社会保険等（健康保険，年金，雇用保険等）に適切に加入しているか。

７　職員の状況把握に必要な関連帳簿を整備しているか。

８　年次有給休暇の取得及び産休、育児・介護休業等は適切に取扱っているか。
	就業規則、給与規程、育児介護休業規程等

採用辞令、雇用契約書等
雇用通知書等

退職届

各種協定書、届出書

年金事務所等への届出書、賃金台帳等
資格証明書、労働者名簿、賃金台帳、雇用時書類

就業規則、育児・介護休業規程
	いる・いない

いる・いない
いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない


	適 ・ 否

適 ・ 否
適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否
適 ・ 否
	労基法第89条

労基法第15条､労基法施行規則第5条第2項
労基法第15条、パートタイム労働法第6条

労基法第24条､32条の2，32条4及び4の2，32条の5，36条
健康保険法第3条､厚生年金保険法第6条第1項､雇用保険法第5条、労災保険法第3条第1項

県条例(児童)第19条

労基法第107～109条
労基法第39条

育児・介護休業法
	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	労務管理


	９　給与規程には、給料表、初任給格付基準等及び各種手当の支給に関する規定を定めているか。

10　給与各種手当は給与規程に基づき適正に支払われているか。


	給与規程

給与規程、賃金台帳、賃金控除協定書
	いる・いない

いる・いない


	適 ・ 否

適 ・ 否


	労基法第89条、

雇児発0903第6号局長等通知、雇児発0903第1号課長等通知

児発第471号局長通知

労基法第24,37,108条
	

	職員研修


	１　児童の人権尊重のための研修を実施しているか｡

２　各種の研修会に全職種の職員が参加する機会を確保しているか。

・参加者に偏りはないか。

・職種別の外部研修等への積極的に参加しているか。

・内部研修及び新任者研修等を実施しているか。

３　研修の結果は、他の職員に周知しているか。


	研修復命書、研修計画、職員会議録　等

研修復命書、研修計画、内部研修記録、職員会議録　

内部研修記録、

職員会議
	いる・いない

いる・いない

いる・いない
	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否
	県条例(児童)第9条

保育指針第5章

県条例(児童)第9条

保育指針第5章

県条例(児童)第9条
	

	職員の健康管理


	１　職員採用時に健康診断を実施しているか。

２　職員の健康診断は、毎年定期的に実施しているか。


	健康診断結果

定期健康診断結果
	いる・いない

いる・いない
	適　・　否

適　・　否


	労働安全衛生法第66条、労働安全衛生規則第43条

労働安全衛生法第66条、労働安全衛生規則第44条

	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	苦情解決


	１　保護者等からの苦情解決の仕組みが設けられ、適切に対応しているか。

・苦情解決責任者、苦情受付担当者の配置、第三者委員を設置しているか。

・受付けた苦情、要望等は、検討内容から解決までの経過を記録しているか。

２　苦情解決の仕組みを施設の見やすい場所に掲示しているか。

※苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員の氏名・連絡先、運営適正化委員会の連絡先や苦情解決の仕組みについて周知
３　苦情解決結果の概要を事業報告書や施設の広報誌等で公表しているか。
	苦情解決体制、

苦情対応の記録簿

	いる・いない

いる・いない

いる・いない
	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否
	社会福祉法第82条、特定教育・保育施設等運営基準第30条、

県条例(児童)第21条

保育指針第1章

児発575号等局長連名通知

県条例(児童)第21条第1項

児発第471号局長通知


	

	災害対策
	１　火災、地震、風水害等の災害発生時に円滑かつ迅速な避難、救護等を確保するための具体的な計画を策定し、職員に周知しているか。

２　防火管理者（施設長等管理的立場にある職員であること。）を選任し、所轄消防署に届出ているか。

３　防火管理者は、消防計画を作成し、所轄消防署に届出ているか。

４　消火、避難、救護等の訓練を実施しているか。　

・消火及び避難に係る訓練は、少なくとも毎月1回実施しているか。

・消火訓練及び避難訓練（不審者訓練は含まない）は、必ず消火や避難の行動をとっているか。
・訓練に当たっては、消防署、地域消防団等と連携して実施しているか。

５　消防法令に基づく消防用設備等を設置し、専門業者による定期点検を行い、その結果を所轄消防署に報告しているか。

（機器点検：6ヶ月に1回､総合点検：年1回)

	災害対応マニュアル又は消防計画

消防署届出書類

消防計画

訓練計画

訓練の記録

点検結果報告書


	いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない


	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否

	消防法第8条、同法施行規則第3条第1項

消防法第8条､同法施行令第3条の2

県条例(児童)第7条第2項、消防法施行規則第3条第11項
消防法第17条、17条の3の3、

県条例(児童)第45条
	


	点検（検査）項目
	点検（検査）事項
	
	自主点検結果
	県の検査結果
	主な根拠法令等
	備　　考

	
	
	主な確認書類等
	
	
	
	

	災害対策


	６　消防署の直近の立入検査で指摘された事項を改善しているか。

７　食品、飲料水、医薬品等を備蓄しているか。

８　非常時の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は確保されているか。
	消防署立入検査結果

備蓄品管理表等

緊急連絡網、消防計画
	いる・いない

いる・いない

いる・いない
	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否
	消防法第4条

県条例(児童)第7条第4項

県条例(児童)第7条第5項
	

	秘密保持


	１　職員が業務上知り得た乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう（退職後も含む）必要な措置を講じているか。

２　児童等の個人情報は守られているか。特に、個人情報データへのアクセスには保護措置がなされているか。

３　特定個人情報（マイナンバー）の取り扱いを適切に行っているか。


	就業規則､誓約書、雇用契約書等

個人情報保護規程

個人情報保護規程


	いる・いない

いる・いない

いる・いない


	適 ・ 否

適 ・ 否

適 ・ 否


	県条例(児童)第20条

個人情報保護法第20，21，22条

番号法第9条第3項、第12，20，28，29，32条


	


【根拠法令等の名称】

	この点検調書に記載されている根拠法令等は、次のとおりです。

	・県条例(児童)　　　
	児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年12月27日 茨城県条例第61号）

	・県条例（児童）規則
	児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成25年3月30日茨城県規則第37号）

	・県設置認可等要綱
	茨城県保育所設置認可等要綱

	・児発第73号局長通知　
	保育所への入所の円滑化について（平成10年2月13日 厚生省児童家庭局長通知）

	・児保第3号課長通知
	保育所への入所の円滑化について（平成10年2月13日 厚生省児童家庭局保育課長通知）

	・法
	児童福祉法（昭和22年法律第164号）

	・法施行規則
	児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）

	・保育指針
	保育所保育指針（平成29年3月31日 厚労省告示第117号）

	・子保発0214第1号課長通知
	保育所等における利用乳幼児がいない時間帯の保育所配置の考え方について（令和2年2月14日厚生労働省子ども家庭局保育課長通知）

	・児発第85号局長通知
	保育所における短時間勤務の保育士の導入について（平成10年2月18日 厚生省児童家庭局長通知）

	・児発第284号局長通知
	保育所における嘱託歯科医の設置について（昭和58年4月21日 厚生省児童家庭局長通知）

	・雇児発0823第1号局長等連名通知　
	特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について（平成28年8月23日　厚労省雇用均等・児童家庭局長等連名通知）

	・労基法
	労働基準法（昭和22年法律第49号）

	・労基法施行規則

	労働基準法施行規則（昭和22年厚生省令第23号）

	・健康保険法
	健康保険法（大正11年法律第70号）

	・厚生年金保険法
	厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）

	・雇用保険法
	雇用保険法（昭和49年法律第116号）

	・労災保険法
	労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）

	・育児・介護休業法
	育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）

	・パートタイム労働法
	短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成5年法律第76号）

	・雇児発0903第6号局長等連名通知

　
	子ども・子育て支援法附則第6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について（平成27年9月3日　厚労省雇用均等・児童家庭局長等連名通知）

	・雇児発0903第1号課長等連名通知

　
	「子ども・子育て支援法附則第6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について」の取扱いについて（平成27年9月3日　厚労省雇用均等・児童家庭局保育課長等連名通知）
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